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移民統合政策が国民の移民に対する態度に与える
影響

――ヨーロッパ 22 カ国を用いたマルチレベル分析――

五十嵐　彰

移民受け入れの機運が高まる中、日本では移民統合政策の欠如が問題視されている。ヨーロッパにお

ける移民統合政策から日本に示唆を与えることを目的とする研究も増えているが、移民統合政策が国民

にもたらす効果を含めた考察はあまり見られない。移民統合政策の帰結は必ずしも国民・移民にとって

好意的なものではなく、先行研究から、政策が移民・国民間の平等を推進した結果、国民が移民に対し

て脅威を抱くようになるという問題が想定される。この効果を検討するため、マルチレベル共分散構造

分析を用いてヨーロッパ 22 ヵ国のデータを分析し、1）労働市場、2）教育、3）政治参加、4）永住許可、5）

家族呼寄せ、6）国籍取得、7）差別禁止に関する各統合政策が国民の移民に対する態度に与える影響を

検証した。結果は、労働市場と永住許可に関する政策が促進された場合、国民の移民に対する態度はよ

り好意的なものになるというものだった。一方で他の政策は国民の移民に対する態度に影響を与えなかっ

た。これらの原因と政策に与える示唆が考察される。

１　はじめに

　

　 外 国 人 労 働 者 の 建 設 業 や 家 事 分 野 で の 受

け 入 れ が 足 早 に 決 ま り（ 朝 日 新 聞 2014.4.4; 

2014.6.15）、日本への外国人労働者は今後ま

すます増加すると予想される。しかしながら、

外国人労働者の受け入れに対して日本国民のお

よそ過半数は好意的な態度を示していない（西

日本新聞 2014.6.29）。外国人労働者受け入れ

政策のみではなく、何らかの施策が日本人と外

国人労働者の関係を良好なものにするために打

ち出されることが期待される。

　ヨーロッパ諸国において、移民がホスト国民

と平等な機会・権利をもつことを主な目的とし

て「移民統合政策」が制定されてきた。移民統

合政策は移民の生活水準や社会的受容のみなら

ず、国民の移民に対する態度にも影響を与える

とされてきた（Bourhis et al. 1997）。日本にお

いては、梶田らが指摘するように、国家レベル

での移民統合政策は実施されてこなかった（梶

田・丹野・樋口 2005）。日本の移民を取り巻

く現状・目的との類似点から、ヨーロッパ諸国

における政策を一つのモデルとして近接を提唱

する論もあり（近藤 2009）、各国の政策も研

究されてきた（e.g. 佐久間 2009; 岡本 2012）。

しかしながら日本における従来の研究は、移民

統合政策が国民の移民に対する態度に与える影

響についての視座を欠いており、政策の国民に

対する帰結を考察するのに適しているとはいえ

ないだろう。ヨーロッパの統合政策から日本に

おける統合政策へ示唆を与えるべく、本研究で

は、移民統合政策が国民の移民に対する態度に
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与える影響を分析する。

　問いに答えるため、まず移民統合政策に関す

る議論をまとめる。次に政策が国民におよぼす

影響を先行研究から予測し、移民統合政策の帰

結を仮説付ける。ヨーロッパ 22 ヵ国の移民統

合政策に関するデータを用いてマルチレベル共

分散構造分析を行い、移民統合政策が国民の移

民に対する態度に与える影響を検証する。分析

の際、ヨーロッパ諸国間の差異を統制するため

に、国家の経済状況、移民の割合、移民流入の

歴史的背景を制御変数としてモデルに含める。

　なお「外国人の生活者」の呼称の問題（明石 

2010）もあるが、本稿では「移民（immigrants）」

を用いる。「移民」 の定義として国連統計委

員会の「通常の居住地以外の国に移動し少な

くとも 12 ヵ月間当該国に居住する人」（中山

2007）を採用する。

２　先行研究と仮説

２−１　移民統合政策研究

　ヨーロッパ諸国における移民統合政策は、移

民の社会参加を中心課題とし（近藤 2009）、

移民の権利の保証と義務の履行の確保を目的と

して実施されてきた（井口 2009）。政策領域

は多岐にわたり、教育や労働市場参加といった

社会参画に関する政策、また出身国に残してき

た家族の呼寄せなど、歴史的背景に密接に結び

ついた施策も含まれる。日本においてヨーロッ

パ諸国の統合政策を考察した論文は数多くある

が、政策の帰結を量的に分析し、その結果を踏

まえて論じている論文はあまり見られない。

　政策の帰結を踏まえずに論じている論文は、

例えば北脇（2009）によるものが挙げられる

だろう。日本の地方自治体の外国人政策に与え

る示唆として EU の統合政策をモデルケースと

した政策のフレームワークを提示しているが、

文中では政策効果の評価を行わず政策目標が狙

い通りに達成された場合を想定して示唆を与え

ており、示唆の妥当性に関して疑問が残る。こ

の点に関し明石（2011: 28）は、政策を明示

していないものの「諸外国から人を招き入れそ

の異文化を受容することの「正しさ」を仮に経

験的かつ理論的に説明できるとしても、その過

程の中でホスト住民が決して望まない軋轢が生

じ、願わない結果がもたらされうるとすれば、

はたしてどのような政策がその判断の正当性

を担保するのであろうか」という問いかけとと

もに、統合政策などの政策下での移民の受け入

れによって国民・移民間に軋轢を生む可能性を

示唆し、政策そのものの正当性に疑義を投げか

けている。移民に対するホスト国民の態度が移

民の社会的統合の要素の一つとなる以上（Van 

Tubergen 2004）、移民統合政策が国民に与え

る影響を検討せずに政策を実施することはホス

ト国民・移民両者の益にならない。しかしなが

ら、実際に移民統合政策が国民の移民に対する

態度に影響を与えてきたかという問いが実証的

に検証された例は少ない（e.g. Schlueter et al. 

2013）。明石（2011）の懸念のように政策が

国民と移民間に軋轢をもたらすか、もしくは国

民の移民に対する態度を好意的なものにするか

は検討するに値する課題だと思われる。

　この検討のためには多国間比較による要因間

の相関の分析が適しているだろう。しかしなが

ら政策の経験的研究はその数に乏しいのが現状

であり（Schlueter et al. 2013）、その中にも分

析の詳細さに欠けるものも見受けられる。国外

の研究では Weldon（2006）によるシティズン

シップレジームの分類をもとにした研究があげ

られる。この研究では国籍取得制度を出生地主

義／血統主義に分け、さらに出生地主義の国を
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マイノリティの文化的権利に対して積極的な保

護を行う個人主義と、公的な場所での文化的表

象の権利を抑えようとする集団主義的な国に分

類し、それぞれの国でエスニック・マイノリティ

に対する寛容さを分析している。しかしながら

この研究は国を 3 類型にのみ分けており、細

かい政策の効果はわからない。より精緻な分析

としては Schlueter ら（2013）によるヨーロッ

パ 27 カ国のマルチレベル分析が挙げられる。

政策領域別の移民統合政策指数を総合したもの

と移民に対する脅威の関連を実証的に示した研

究であり、移民に好意的な政策は国民の移民に

対する態度を軟化させるという結果を示してい

る。しかしながら政策領域が異なれば国民の態

度に与える影響の方向や程度も異なると予想さ

れ、統合政策を一つの変数として分析すること

は疑問が残る。Schlueter らは追加検定でそれ

ぞれの政策の個別の効果も示しているが、この

分析では国家レベルの他の要因、例えば失業率

や移民人口割合などを制御しておらず、よって

異なる領域の政策が国民に与える影響について

は不透明といっていいだろう。

　以上の点を踏まえ、本研究では、移民統合政

策が国民の移民に対する態度に与える影響を検

証する。複数国を対象として態度に影響すると

思われる政策以外の他の要因を制御し、同時に

移民統合政策を領域ごとに分割して分析する。

２−２　移民統合政策の帰結：知覚脅威と社会

規範

　移民統合政策はどのようなプロセスを経て

移民に対する国民の態度に影響を与えるのか。

Schlueter ら（2013）は知覚脅威と社会規範に

よる説明を試みた。これら二つの仮説は移民に

対する国民の態度に正反対の結果をもたらす

が、理論的には両者ともあり得る結論を導いて

いる。

　 知 覚 脅 威（perceived threat） と は、 移 民 に

よってもたらされると “ 知覚される ”（実際に

脅威となっているかどうかは問題ではない）脅

威を指す。共通の資源が他集団によって脅か

されると認識されると、他集団に対して知覚

脅威をもつようになるとされる（Blalock 1967; 

Blumer 1958; Ceobanu & Escandell 2010; Esses 

et al. 1998; Semyonov et al. 2006）。 共 通 の 資

源は、国家経済や個人の職・賃金などの経済的

資源（Ceobanu & Escandell 2010; Semyonov et 

al. 2008）、 物 理 的 安 全（Ceobanu 2010）、 そ

し て 自 民 族 の 文 化 や 価 値 観（McLaren 2003; 

Stephan, et al. 2002）などを含んでいる。これ

らの資源が他集団によって脅かされると知覚さ

れる場合、他集団に対する態度は硬化すると考

えられる。

他方、移民統合政策によって移民とホスト国

民とは平等な権利を有するものだという規範が

根付いた結果、国民が移民に対してより好意的

な態度をもつようになるとも考えられる。こ

のような社会規範が政策を通して浸透した場

合、国民は政策の求める規範に自らを合わせよ

うとする（Allport 1954; Chong 1994）。制度の

導入が行動に与える影響は間接的に実証されて

いる。異なる集団間の接触頻度は社会規範によ

り変動しうるとされ（Allport 1954；Pettigew 

1995）、構造的・制度的な接触機会向上の重要

性が提唱された。後のメタ分析によって制度的

な接触機会の向上は接触の好意的な効果をよ

り促進するということが明らかになっており

（Pettigrew & Tropp 2006）、政策による介入が

国民の移民に対する態度を変容することが示さ

れている。移民統合政策によって移民とホスト

国民の平等が推進されると、それが社会規範と

して国民に受け止められ、移民に対する態度が
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より好意的なものになると考えられる。

　本研究では分析対象の統合政策として、1）

労働市場参加、2）教育、3）政治参加、4）永

住許可、5）家族呼寄せ、6）国籍取得、7）差

別禁止をもちいる。それぞれヨーロッパ諸国

で注目されてきた政策領域であり（Koopmans 

et al. 2012; Niessen et al. 2010）、分析対象とし

て本研究の目的と合致している。労働市場参

加や教育に関する統合政策として、移民と国

民の参画機会の平等を目指すもの、また移民

のもつ不利益を補填するシステム等が挙げら

れ る（e.g. Driessen 2000; Vasta 2007）。 移 民

の政治参加は、地方や国政参加、結社の自由

などの観点から議論されてきた（e.g. Bauböck 

2005）。永住や国籍取得のしやすさは国ごとに

異なっており、条件の厳格さや帰化率が移民の

社会参加に影響を与えるとする研究もある（e.g. 

Koopmans 2004）。EU 加盟国は人種やエスニッ

ク・グループを理由とした差別の禁止に関する

国内法の整備を義務付けられており、加盟国間

で指令の理解に違いがあるものの（Geddes & 

Guiraudon 2004）、EU における法整備の方向

性を示している。これらの領域において移民と

国民間の平等が追求された結果、国民の移民に

対する知覚脅威にどのような影響がもたらされ

ると予測できるだろうか。

　移民統合政策によって労働市場における流動

性がホスト国民と同等のものになった場合、国

民が移民によって職を奪われると知覚し、国民

の移民に対する経済的な脅威が増すようになる

だろう。教育水準の上昇も同様の効果をもたら

すと予想される。すなわち移民の労働市場にお

ける地位が向上し、国民の社会経済的地位を脅

かすと知覚されるようになるだろう。移民の政

治参加機会が上昇すると、地方議会などを移民

によって占められると考える国民も現れ（樋口 

2014）、結果それらの国民の移民に対する態度

は非好意的なものになるだろう。永住許可の条

件を緩やかにすることにより、国民は移民に社

会経済的・文化的地位を脅かされる機会が増え

ると知覚する可能性がある。家族呼び寄せは結

果として移民の数を上昇させるため、国民の移

民に対する脅威が増加するものと予想される。

国籍取得がより困難でなくなった場合、種々の

権利が国民と同様になることが国民にとって

の益を減少させると認識されやすくなるだろ

う 。差別禁止政策は、例えばヘイトスピーチ

と表現の自由の関係に見られるように（Bleich 

2011）、一定の言動の規制を国民に課すものと

して捉えられる。結果として国民の移民に対す

る感情が必ずしも好意的なものになるとは言い

切れないだろう。

　これらの予想に対して、統合政策の導入に

よって移民・国民間の平等が社会的な規範とな

り、国民感情として移民に好意的になるという

逆の状況も考えられる。データの制限から統合

政策が社会規範をもたらすかを直接示すことが

できないため、本稿では知覚脅威に焦点を当

て、政策が国民の知覚脅威に与える影響を政策

領域ごとに分析する。各政策領域で対象とする

集団や目的が異なる以上、知覚脅威に与える効

果の方向性や重み付けは政策領域間で差が出て

くるだろう。

３　分析

３−１　分析に用いるデータ

　本稿では個人レベル変数と国家レベル変数

の二種類によって分析を行う。個人レベル変

数は第 6 回 European Social Survey（ESS Round 

6 2012）にて取得されたものを用いた。国家

レ ベ ル 変 数 の う ち、 ひ と り あ た り GDP お よ
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び失業率は世界銀行のデータを（World bank 

2014）もとにし、移民の人口割合は Eurostat

（Eurostat 2014a; Eurostat 2014b）のデータか

ら筆者が計算した 1。各国の移民統合政策を検

証するにあたり、移民統合政策指標（Migration 

Integration Policy Index、 以 降 MIPEX） を 用

い た（Niessen et al. 2010）。MIPEX は 2010

年、ESS を含む各データは 2012 年時点でのも

のを用いた。国家レベル独立変数を形成する

MIPEX と個人従属変数の基となる ESS の年度

をずらすことによって、移民に好意的な国では

移民に好意的な政策が採用されやすいという逆

の因果関係を想定しないようにした 2。分析対

象国家は ESS と MIPEX 両方に参加したヨーロッ

パ 22 カ国であり、国の内訳は表 1 に示した。

エスニック・マイノリティに属する参加者は除

外し、最終的な調査対象者の合計は 40,277 人

であった。

３−２　分析に用いる変数

　従属変数として「知覚脅威」を用いた。知覚

脅威は 3 つの測定変数からなる潜在変数であ

り、「経済的脅威」「文化的脅威」「生活脅威」

によって構成される。「経済的脅威」は「移民

は [X 国 ] の経済にとって良いことだと思いま

すか、悪いことだと思いますか」という質問に

よって測定された（[X 国 ] は参加者の居住国を

示している）。「文化的脅威」には　「移民は [X

国 ] の文化をより良いものにしていますか、悪

いものにしていますか」という質問が用いられ

た。「生活脅威」は「移民は [X 国 ] を生活する

のによりよい国にしていますか、悪い国にして

いますか」という質問によって測定された。各

質問は 0（良いものにしている）から 10（悪

いものにしている）で回答された。確証的因子

分析の結果、標準化因子負荷量はそれぞれ、経

済的脅威が .777、文化的脅威が .824、生活脅

威が .848 であった。国家間の測定不変性検定

では、部分スカラー不変性が成立した。

　MIPEX は、移民がホスト国民と比較してど

れほど平等に扱われているかを 1）労働市場参

加、2）教育、3）政治参加、4）永住許可、5）

家族呼び寄せ、6）国籍取得、7）差別禁止の

項目により 0 から 100 の間で測定したもので

ある（近藤 2012）。各国の指数内訳は表 1 に

示した。ホスト国民と移民間の平等の度合いが

高ければ 100 に近づく。

　制御変数として個人レベルでは性別、年齢、

最終学歴および年収への満足感を用いた。最

終 学 歴 は ESS に よ っ て 標 準 化 さ れ、1（中 学

以下）から 7（修士以上）の値が割り振られ

た。年収への満足感は、現在の年収で十分に暮

らせるかどうかを聞いたもので、4 段階（「今

の年収で暮らすのは非常に難しい」（1）から

「現在の年収で快適に暮らせている」（4）ま

で）で回答したものを用いた 3。国家レベルで

は移民の総人口に占める割合、ひとりあたり

GDP、失業率を制御変数として用いた（Scheve 

& Slaughter 2001; Mayda 2006）。 また各国別

の移民受け入れに関する歴史的背景の違いを制

御するため、戦後から 1970 年代までのゲスト

ワーカー政策の有無、植民地からの移民の受け

入れの有無、および南ヨーロッパ諸国に見られ

る冷戦後の大規模移民流入をダミー変数として

投入した。それぞれの条件に該当する国には 1

を、該当しない国には 0 をダミー値として付

与した。これらの制御変数により、各国によっ

て異なる歴史的背景を多少なりとも考慮する

ことが出来ると思われる。分類は Castles のも

のに準拠した 4（Castles 1989; Castles & Miller 

2009）。これらに該当しない国は一つのカテゴ

リーとしてまとめられるが、それらの国家間で
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流入移民規模および時期が大きく変わらない点

からみてこの処理は適切かと思われる（Hooghe 

et al. 2008）。 これら国家変数の制御により、

国別の状況・要因に左右されず、移民統合政策

をより一般的な政策として分析することが出来

ると思われる。

　本研究ではマルチレベル共分散構造分析に

よってこれらの変数を分析する。個人レベルの

変数と国家レベルの変数を分けて分析するこ

とにより、生態学的誤謬を避け、国家レベル

変数の影響をより正確に捉えることが出来る

（Hox 2004; 森 1987）。使用したソフトウェア

は Mplus であり、最尤法による推定を行った。

４　結果

　表 1 に各国の知覚脅威平均値および移民統

合政策指数を示した。研究対象とした 22 カ国

のうち、移民に対する知覚脅威の平均が最も高

い国はキプロス、最も低い国はスウェーデン

だった。

　図 1 に労働市場政策の指数、図 2 に差別禁

止政策の指数と知覚脅威の散布図を示した。労

働市場政策は知覚脅威と負の関係をもっている

と読める。労働市場政策と同様の傾向を持って

いたため、他の政策は報告から省略した。他方

差別禁止政策の散布図からは傾向が読み取りに

くいといえるだろう。

　国家レベル変数によって従属変数を説明する

余地が十分あるかどうかを確認するため、級

内相関係数を計算した。値は約 11.2% [=(.413/

(3.273+.413)) × 100] であり、マルチレベル分

析を用いるのに十分な値といえる。

　表 2 に分析結果をまとめた。個人レベルお

よび国家レベルの独立変数が、従属変数である

知覚脅威にどのように関わっているかを示して

いる。モデル 1 は移民の労働市場参加、モデ

ル 2 は教育、モデル 3 は政治参加、モデル 4

は永住許可条件、モデル 5 は家族呼び寄せの

促進、モデル 6 は国籍取得条件、モデル 7 は

差別禁止政策を導入した場合の国民の移民に対

する態度を示している。最も適合度の低いモデ

ルでも適合度指標は許容できる値 5 であり、こ

れらのモデルはデータを十分反映しているとい

える。なお AIC がモデル 7 よりも高かったため、

個人レベルのみ、国家レベルのみモデルは報告

から省略した。

　表 2 の結果から、労働市場参加と永住許可

は国民の移民に対する知覚脅威と有意な負の相

関を持つということが示された。この結果は、

労働市場における平等の度合いが高いほど、ま

た永住許可の基準がより緩やかなほど、国民の

移民に対する知覚脅威が低いことを示してい

る。他方、教育、政治参加、家族呼び寄せ、国

籍取得は知覚脅威と負の関わりを、差別禁止政

策は正の関わりをもつが、有意ではなかった。

　他国と比べて知覚脅威の高いキプロスを分析

対象から外し、同様の分析を行った。結果とし

て、労働市場政策は有意であったが、永住許可

と知覚脅威の相関は有意でなくなった。よって

永住許可の効果は頑健とはいいがたいだろう。

　− 2LL の最も低いモデル 1 では、制御変数

のうち、学歴と年収は知覚脅威と負の相関関係

にあった。これにより高学歴または高収入であ

れば知覚脅威が低いことが示された。年齢が高

くなれば知覚脅威を感じるようになり、また性

別は知覚脅威とは有意な相関がなかった。先行

研究と異なり、失業率は移民に対する態度を軟

化させることが示され、これは他の国家レベル

変数をモデルから除外しても変わらなかった。

移民流入の歴史的背景では、植民地からの移民

受け入れ、また比較的近年に移民受け入れを始
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表 ．知覚脅威と の国別・政策領域別の値

労働 教育 政治 永住 家族 国籍 差別禁止

ベルギー

ブルガリア

スイス

キプロス

チェコ

ドイツ

デンマーク

エストニア

スペイン

フィンランド

フランス

イギリス

ハンガリー

アイルランド

リトアニア

オランダ

ノルウェー

ポーランド

ポルトガル

スウェーデン

スロベニア

スロバキア

全体

 

表 1．知覚脅威と MIPEX の国別・政策領域別の値

　　図 1 労働政策と知覚脅威の散布図 　図 2 差別禁止政策と知覚脅威の散布図　
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めた南欧で知覚脅威が有意に高いことが示され

た。

５　考察

　本研究では移民統合政策が国民の移民に対す

る態度に与える影響を検証した。国家間の差異

を可能な限り制御した上で、ヨーロッパ諸国に

おける移民統合政策指数を用いたマルチレベル

分析を行った結果、移民統合政策のうち労働市

場と永住許可に関わる政策は移民に対する国民

の態度を好意的なものにすることが示された。

それ以外の政策は国民の態度と有意な相関をも

たなかった。

　結果から、労働市場における平等が推進され

た場合、または永住許可の基準が緩やかな場

合、国民の移民に対する態度がより好意的にな

るといえる。説明の一つとして、これらの領域

での平等・非厳格な扱いが規範として浸透する

ことによって、国民の移民に対する知覚脅威が

減少するということが考えられる。労働市場に

おいて移民を国民と区別しないことにより、移

民を内集団として認識しやすくなり、また永住

許可の条件が緩やかになることによって、移民

を一時滞在者としてではなく生活者として迎え

入れるという環境をつくりやすくしていると推

測される。政策の間接的な効果によって国民の

移民に対する知覚脅威が減少するということも

あるだろう。労働市場における流動性が高ま

り、また居住期間が長くなった結果、国民と移

民が接触する機会が増え、接触を通して国民

が移民に対して好意をもつようになると考え

られる（Pettigrew & Tropp 2006; Wagner et al. 

2006）。 これらの仮説は統合政策と移民との

接触回数・評価との関連を分析することにより

示されるが、データの限界から本稿では検討で

きなかった。

　本研究で知覚脅威と有意に関連していない政

策は、教育、政治参加、家族呼び寄せ、国籍取得、

差別禁止政策であった。有意な相関がないとい

うことを好意的に解釈すると、移民統合政策は

国民の移民に対する態度を硬化させること無く

移民にアプローチすることができるといえるだ

ろう。ここから少なくとも明石（2011）によ

る懸念、すなわち統合政策の負の側面は解消さ

れたように思える。

　差別禁止政策など、行為主体としての国民に

影響を与えないために政策の妥当性が疑問視さ

れる事も有り得るだろう。近年ヨーロッパおよ

び北アメリカで差別の抑制が進んだことによ

り、明確な差別の代わりにより曖昧な方法での

差別が国民の間で顕在化してきた（Dovidio & 

Gaetner 2000; Pettigrew & Meertens 1995）。政

策によって差別は減少するのではなく、より潜

在的で曖昧なものへと移り変わるともいえる。

　労働市場と永住許可に関する政策のみが国

民の態度に有意な影響を与えるという結果は、

先行研究と一部整合しなかった。Schlueter ら

（2013）は移民統合政策一般が国民の知覚脅威

と負の相関をもつことを示していたが、本研究

で領域を分割し国家レベル変数を制御して分析

した結果、必ずしも全ての政策が国民の態度

に影響を与えるわけではないことが示された。

Careja と Andreß（2013）は統合政策のうち労

働政策のみを扱い、知覚脅威に与える影響を分

析した。研究では有意な結果が得られなかった

が、MIPEX の労働政策のうち 4 つの領域から

サブインデックスを作るという手法であり、本

研究でのインデックスの扱い方とは異なるもの

であった。これらの結果の違いは、領域ごとの

政策の組み合わせによって、政策と知覚脅威と

の関係に及ぼす影響が異なってくることを示し
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ている。本研究では政策領域間で異なる影響を

分析したが、領域内での政策の分析は今後の課

題としたい。

　本研究の限界として、国家レベルのサンプル

数が比較的少ない点があげられる。散布図か

ら、各政策と知覚脅威は負の方向に関わりを

持っていると読み取ることが出来るが、有意差

として現れなかったのは国家数の欠如によるも

のとも考えられるだろう。またキプロスを分析

から外すと永住許可の効果は有意でなくなった

が、国家レベルサンプル数を増やすことによっ

てよりデータを反映した結果が得られると思わ

れる。

　二点目の限界として、MIPEX が評価する政

策は必ずしも国民が認識するものではなかった

という点がある。例えば「差別の禁止」は被差

別の当事者になって初めて活用する制度、すな

わち被差別の当事者になりにくい国民にとって

関わりの薄い項目も含まれており、MIPEX が

評価する差別の禁止は国民が普段認識しない領

域においても働いていると考えることも出来

るだろう。政策の項目の組み合わせによって

有意な相関が消える場合もあるため（Careja & 

Andreß 2013）、統合政策の項目選択を計量的・

理論的両側面から考察する必要がある。

　以上の限界があげられるが、これらが即ち本

研究の本質的な価値を減じるとは断言できない

だろう。移民の増加はこの国の一つの方向性と

して現在盛んに議論されているが、国家レベル

の統合政策についてはあまり検討がされていな

い。現在行われている多文化共生もあくまで移

民が集住する地域における取り組みであり、全

国的なものではない（総務省 2006）。しかし

ながら今後日本への移民が増加した場合、地方

ごとの取り組みでは対処できない事態が増えて

いくだろう。国家レベルの統合政策が求められ

るが、モデルとなる他国の政策効果、特に政策

の導入が国民にもたらす量的な効果はあまり研

究されてこなかった。政策は必ずしもその目標

や理念に沿った効果をもたらすとは限らないた

め、政策の効果を経験的に分析した結果を元に

検討されることが期待される。本研究で行われ

た分析は、移民統合政策が目標とする民族間の

平等は、国民にとって移民との良好な関係を構

築するための助けになることを示している。移

民統合政策の導入が民族間の軋轢を引き起こさ

ない以上、移民増加と移民統合政策の推進は共

に行われていくことが求められるであろう。

注
1 移民が総人口に占める割合として算出した。ここ

でいう移民は、EU 加盟国以外の国を出生地とし、

本研究の分析対象国を居住地とする人を指す。
2 政策と国民の態度間の因果関係を完全に制御する

ことは困難だが、時系列を分けた分析で間接的に

示すことはできると思われる。Schlueter ら（2013）

は MIPEX と ESS の デ ー タ で bivariate autoregres-

sive cross-lagged panel analysis を行い、過去の政策

と国民の態度が、将来のそれにおよぼす影響を分

析した。結果、政策（2006 年）が国民の意識（2009

年）を下げる一方で、国民の意識（2006 年）が政

策（2010 年）に与える影響は有意でない事が示さ

れた。本研究では MIPEX2010 を用いており、この

政策が（少なくとも 2006 年時点での）国民の態度

の影響を受けているとは言いがたいだろう。 
3 職業・年収に関する質問は年収満足度の他に、社

会における年収の分布を 10 分位に分けた場合の

自身の家計の位置と、自らの職業があった。資源

が外集団によって脅かされていると感じられる場

合知覚脅威は強まるが、個人がもっている経済的

資源の大小によっても知覚の仕方は異なる。よっ

て知覚脅威を分析する上で、自らの収入・職業の
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社会的な位置よりも、自らの収入に対する主観的

な評価が重要になると思われる。以上の理由から、

本稿ではモデルの制御変数として年収満足度を用

いた。
4 ゲストワーカー受入国はイギリス、ドイツ、ベル

ギー、フランス、スイス、オランダであった。旧

植民地からの受け入れはイギリス、フランス、オ

ランダであった。南ヨーロッパ諸国はポルトガル、

スペイン、ギリシャとした。
5   適合度の最も低いモデル 4 のモデル適合度は 

χ 2(22)=236.837, CFI=.987, RMSEA=.016 であった。
6 日本における議論は主に地方参政権の付与のみで

あるため、政治参加の項目から地方参政権の付与の
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The Influence of Integration Policies of Immigrants on Attitudes 
towards Immigrants:

Multilevel Analysis with 22 European countries
Akira IGARASHI

　Immigration policies have started to open up Japanese borders to foreign workers, yet integration policies for immigrants 

have not been implemented in national level in Japan. While the number of studies on integration policies in European countries 

has been increased, they lack insight into psychological influences of the policies on nations, and into controls for other factors 

that might influence on nations. Former research has provided two theoretical predictions over the effect of integration policies: 

facilitation of perceived threats towards immigrants, and prevalence of equality between majority and minority as social norm. 

In this study, I conducted multilevel analysis with MIPEX and ESS across 22 European countries to examine the influence of 

integration policies on attitudes of nations towards immigrants. I analysed policies separately; labour market mobility, educa-

tion, family reunion, access to nationality, long-term residence, political participation, and anti-discrimination. Results revealed 

that policies on labour market and long-term residence make people’s attitudes towards immigrants more positive, while other 

policies do not have significant effects. I will discuss the potential cause and policy implications. 


